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①
長
寿
医
療
制
度（
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
）が
ス
タ
ー
ト
し
、国

民
健
康
保
険
税
の
課
税
方
式
は
、

左
表
の
と
お
り
、
医
療
分
と
介

護
納
付
金
分
の
２
本
立
て
か
ら
、

新
た
に
後
期
高
齢
者
支
援
金
分

を
加
え
、
３
本
立
て
の
課
税
方

式
に
な
り
ま
す
。

②
合
併
後
、
３
年
間
実
施
し
て
き

た
不
均
一
課
税
を
廃
止
し
、
豊

岡
市
で
一
律
の
税
率（
額
）に
な

り
ま
す
。

　

医
療
分
は
、
医
療
費
の
総
額
か

ら
病
院
等
で
支
払
う
一
部
負
担
金

や
、
国
・
県
な
ど
の
補
助
金
を
差

引
い
た
額
を
国
保
税
と
し
て
負
担

し
ま
す
。

※
注
１
…
特
定
世
帯
と
は
、
長
寿

医
療
制
度
の
創
設
時
（
平
成　
２０

年
４
月
１
日
）
ま
た
は
そ
れ
以

降
に　

歳
に
な
る
方
が
、
国
保

７５

か
ら
長
寿
医
療
制
度
に
移
行
す

る
こ
と
に
よ
り
、
国
保
被
保
険

者
が
単
身
と
な
る
世
帯
の
こ
と
。

　

後
期
高
齢
者
支
援
金
は
、　

歳
７４

以
下
の
方
が
加
入
す
る
各
医
療
保

険
者
が
後
期
高
齢
者
の
医
療
費
の

約
４
割
を
負
担
し
合
う
額
で
す
。

　

支
援
金
分
国
保
税
は
、
負
担
す

る
支
援
金
の
額
か
ら
、
国
・
県
な

ど
の
補
助
金
を
差
引
い
た
額
を
国

保
税
と
し
て
負
担
し
ま
す
。

　

介
護
納
付
金
分
は
、
介
護
給
付

費
・
地
域
支
援
事
業
支
援
納
付
金

の
額
か
ら
国
・
県
な
ど
の
補
助
金

を
差
引
い
た
額
を
国
保
税
と
し
て

負
担
し
ま
す
。

平
成　

年
度

２０

　

国
保
税
の
仕
組
み
の

変
更
ポ
イ
ン
ト

　

国
民
健
康
保
険
税
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
病
気
や
け
が
を
し
た

と
き
の
医
療
費
、
後
期
高
齢
者
の
医
療
費
を
現
役
世
代
か
ら
支
援
す

る
費
用
お
よ
び
介
護
保
険
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
･
介
護
予
防
事
業
の
費

用
に
充
て
ら
れ
る
大
切
な
財
源
で
す
。
平
成　

年
度
の
国
民
健
康
保

２０

険
税
の
税
率
が
決
ま
り
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平成 
20年度 

国
民
健
康
保
険
税
の 

  

税
率
が
決
定
し
ま
し
た 

2本立て 
医療分 

（老人保健拠出金） 
＋ 

介護納付金分 

3本立て 
医療分 
＋ 

後期高齢者支援金分 
＋ 

介護納付金分 

国保税の仕組みの変更点

↑
医
療
費
総
額
↓ 

一部負担金 
（病院などの 
  窓口支払） 

国・県などの 
補助金 

医療分 
国保税 

■医療費の負担
　内訳

■医療分の税率（額）

税率（額）税率（額）の区分

４．８８％所得割（所得に応じて）

２２．６５％資産割（固定資産税に応じて）

２１，７００円均等割（被保険者数に応じて）

１７，４００円平等割（１世帯につき）

８，７００円特定世帯（※注１）

４７０，０００円賦 課 限 度 額

■後期高齢者支援金分の税率（額）

税率（額）税率（額）の区分

０．９３％所得割（所得に応じて）

４．３２％資産割（固定資産税に応じて）

４，２００円均等割（被保険者数に応じて）

３，４００円平等割（１世帯につき）

１，７００円特定世帯（※注１）

１２０，０００円賦 課 限 度 額

■介護納付金分の税率（額）

税率（額）税率（額）の区分

１．４０％所得割（所得に応じて）

７．３８％資産割（固定資産税に応じて）

８，０００円均等割（被保険者数に応じて）

４，６００円平等割（１世帯につき）

９０，０００円賦 課 限 度 額

■医療費総額の推移（推計）
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18年度 19年度 20年度 

↑
後
期
高
齢
者
支
援
金
↓ 

国・県など 
の補助金 

支援金分 
国保税 

■後期高齢者
　支援金の負
　担内訳

《長寿医療制度の
財政イメージ》

公　費
約５割
国：県：市
＝４：１：１

後期高齢
者支援金
（現役世代
からの
支援金）
約４割

保険料
約１割

↑
介
護
納
付
金
↓ 

国・県など 
の補助金 

介護分 
国保税 

■介護納付金
　の負担内訳

■介護納付金の推移（推計）

●
医
療
分

１
年
間
に
予
想
さ
れ
る
医
療
費

の
総
額
か
ら
算
定
し
ま
す

●
後
期
高
齢
者
支
援
金
分

国
の
毎
年
定
め
る
高
齢
者
の
医

療
費
の
額
に
よ
り
決
定
し
ま
す

●
介
護
納
付
金
分

国
が
定
め
る
介
護
費
用
の
額
に

よ
り
決
定
し
ま
す
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国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

る
方
は
、
所
得
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
、
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

■
軽
減
制
度

①
低
所
得
世
帯
に
対
す
る
軽
減

　

平
成　

年
中
の
総
所
得
金
額
に

１９

よ
り
、
国
保
税
の
軽
減
制
度
が
あ

り
ま
す
。
次
の
よ
う
な
世
帯
は
、

均
等
割
額
お
よ
び
平
等
割
額
を
軽

減
し
ま
す
。

②
低
所
得
世
帯
で
あ
り
、
特
定
世

帯
に
対
す
る
軽
減（
５
年
間
）

　

長
寿
医
療
制
度
の
創
設
時
ま
た

は
そ
れ
以
降
に　

歳
に
な
る
方
が
、

７５

国
保
か
ら
長
寿
医
療
制
度
に
移
行

す
る
こ
と
に
よ
り
、
世
帯
の
国
保

被
保
険
者
が
減
少
し
て
も
、
国
保

税
の
軽
減
判
定
の
際
に
、
旧
国
保

被
保
険
者
の
所
得
お
よ
び
人
数
も

含
め
て
判
定
を
行
う
軽
減
措
置
が

設
け
ら
れ
ま
し
た
。た
だ
し
、対
象

と
な
る
課
税
区
分
は
、
医
療
分
と

後
期
高
齢
者
支
援
金
分
の
み
で
す
。

■
減
免
制
度

①
災
害
・
生
活
困
窮
世
帯
に
対
す

る
減
免
な
ど

　

災
害
、
そ
の
他
特
別
の
事
情
に

よ
り
、
国
保
税
を
納
め
る
こ
と
が

困
難
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の

程
度
に
よ
り
国
保
税
の
一
部
が
減

額
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
詳

細
は
、
税
務
課
市
民
税
係
ま
で
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

②
被
用
者
保
険
等
の
被
扶
養
者
が

国
保
被
保
険
者
と
な
っ
た
こ
と

に
よ
る
減
免（
２
年
間
）

　

長
寿
医
療
制
度
の
創
設
時
ま
た

は
そ
れ
以
降
に　

歳
に
な
る
方
が
、

７５

被
用
者
保
険
等
の
被
保
険
者
（
本

人
）
か
ら
長
寿
医
療
制
度
に
移
行

し
、
そ
の
被
扶
養
者
が
国
保
被
保

険
者（　

歳
以
上
）と
な
っ
た
場
合

６５

に
は
、
所
得
割
お
よ
び
資
産
割
が

免
除
さ
れ
、
均
等
割
お
よ
び
平
等

割
が
２
分
の
１
に
減
額
さ
れ
る
な

ど
の
激
変
緩
和
措
置
が
あ
り
ま
す
。

詳
細
は
、
市
民
課
国
保
医
療
係
ま

で
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
（
原
則
、

申
請
書
の
提
出
が
必
要
で
す
）。

　

特
別
徴
収
（
年
金
か
ら
の
天
引

き
）
は
、　

月
の
年
金
給
付
分
か

１０

ら
開
始
さ
れ
ま
す
。
特
別
徴
収
と

な
る
の
は
、
次
の
条
件
の
す
べ
て

に
該
当
す
る
場
合
で
す
。

①
世
帯
主
が
国
保
に
加
入

②
国
保
加
入
の
世
帯
員
全
員
が　
６５

歳
以
上

③
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金

給
付
の
金
額
が
、
年
額　

万
円

１８

以
上

④
介
護
保
険
料
お
よ
び
国
保
税
の

合
計
額
が
、
年
金
支
給
額
の
２

分
の
１
以
下

　

前
記
の
条
件
の
う
ち
、
１
つ
で

も
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
る
場
合

に
は
、
普
通
徴
収
（
従
来
ど
お
り

の
納
付
方
法
で
、
納
付
書
ま
た
は

口
座
振
替
）
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
徴
収
の
条
件
に
該

当
す
る
場
合
で
も
、
口
座
振
替
に

よ
り
納
付
し
て
い
る
方
で
滞
納
が

な
い
場
合
は
、
特
別
徴
収
に
変
更

せ
ず
今
ま
で
ど
お
り
口
座
振
替
に

よ
る
納
付
方
法
が
継
続
さ
れ
ま
す
。

　

特
別
徴
収
に
変
更
と
な
る
方
に

つ
い
て
は
、
国
保
税
納
税
通
知
書

の
『
特
徴
分
』
欄
に
金
額
等
を
記

載
し
ま
す
の
で
確
認
く
だ
さ
い
。

　
　

月
か
ら
特
別
徴
収
予
定
の
場

１０
合
で
も
、
口
座
振
替
に
よ
り
納
付

す
る
方
は
、
申
し
出
す
る
こ
と
に

よ
り
、
納
付
方
法
を
変
更
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
（
た
だ
し
、
国
保

税
の
滞
納
が
な
い
こ
と
が
要
件
）。

▽
申
出
先　

税
務
課
市
民
税
係
ま

た
は
各
総
合
支
所
市
民
生
活
課

▽
申
出
期
限　

７
月　

日（
木
）

３１

▽
持
参
す
る
も
の　

預
貯
金
通
帳
、

届
出
印

※
す
で
に
金
融
機
関
・
郵
便
局
で

口
座
振
替
の
手
続
き
を
し
て
い

る
場
合
は
、
口
座
振
替
依
頼
書

の
控
え
を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

　

申
し
出
後
、
速
や
か
に
特
別
徴

収
中
止
の
手
続
き
を
行
い
ま
す
が
、

期
限
を
過
ぎ
て
か
ら
の
申
し
出
の

場
合
は
、　

月
分
の
中
止
手
続
き

１０

に
間
に
合
い
ま
せ
ん
の
で
、　

月
１２

分
以
降
の
中
止
手
続
き
と
な
り
ま

す
。

所
得
割
の
計
算
方
法

所
得
の
申
告
が
必
要
で
す

国
保
税
に
は
軽
減
・
減
免

制
度
が
あ
り
ま
す

■平成１９年中の総所得金額
　（世帯主と被保険者の合計）
　が下記の金額以下の世帯

３３万円
７割
軽減

３３万円＋（世帯主を除い
た被保険者数）×２４万５
千円

５割
軽減

３３万円＋（被保険者
数）×３５万円

２割
軽減

【給与所得】 
  給与所得控除後の金額 
 （給与収入額－控除額） 

基礎 
控除 
 

３３万円 

医療分 
所得割税率 

 
後期高齢者 
支援金分 
所得割税率 

 
介護納付金分 
所得割税率 

【年金所得額（雑所得）】 
  年金所得額 
 （年金収入額－控除額） 
【事業所得・不動産所得】 
  事業所得額等 
 （収入額－必要経費） 

【分離課税の譲渡所得】 
　譲渡所得 
 （収入額－必要経費－特別控除額） 

－ × 

　

歳
以
上
の
被
保
険
者
の

６５み
で
構
成
さ
れ
る
国
保
世

帯
の
世
帯
主
の
方
は
、原
則
、

納
付
方
法
が
特
別
徴
収（
年

金
か
ら
の
天
引
き
）に
変
更

と
な
り
ま
す

納
付
方
法
の
変
更

特別徴収月

本徴収

１０月

１２月

２月

仮徴収

４月

６月

８月

《
問
合
せ
》

◎
医
療
・
給
付
に
関
す
る
こ
と　

　

市
民
課
国
保
医
療
係

　

�　

－

９
０
６
１

２１

◎
申
告
・
課
税
・
特
別
徴
収
の
変

更
に
関
す
る
こ
と

　

税
務
課
市
民
税
係

　

�　

－

９
０
４
５

２１

◎
納
税
相
談
・
納
付
に
関
す
る
こ
と

　

税
務
課
収
税
係

　

�　

－

１
１
１
８

２３

◎
各
総
合
支
所
市
民
生
活
課


